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研究ノート
供給条件と所得分配
一一ハルクのポスト・ケインズ派2部
門モデルを中心として一一一
原 久 治
I はじめに
この研究ノートの目的は，供給条件の変化が所得分配特に賃金分配率の決定
にいかなる影響を及ぼすのか，についてハルク・モデルの吟味を通じて考える
点にあるo
供給条件として，ここでは原材料生産部門（第1部門とする）と工業部門（第
2部門とする）の2部門モデルにおける産出量や要素投入量，雇用量などに係
わる生産の諸条件，フル・コスト原理に基づく価格設定条件などを用いる。
このような供給条件が変化した場合の賃金分配率の変動について分析してい
るのは，これまでの文献を渉猟した限りでは，ハルクの所得分配理論が唯一の
ものである。しかも，ハルクの所得分配モデルの体系，分析装置・用具，含意
などにはユニークな特色があるので，このモデルを紹介するだけの理論的価値
は十分にあると考える。この意味で，問題意識によってハルク・モデルの理論
構造と論点，それに合意を整理し，意義を考えたのがこの研究ノートである。
I ハルク・モデルの体系と帰結
1.ハルク・モデルの体系
ハルク（S.Harck）はデンマークのArhus大学の経済学者である。彼が『国
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民経済学雑誌』 （Zeitschriftfur Nationalδkonomie），第41巻，第1-2号，
1981年， 1-26ページ，に発表した論文「ポスト・ケインズ派2部門モデルに
おける供給条件」をここではハルク・モデルと名づけているO
ハルクは，カレッキ的な資本主義経済観を表わす2部門モデルを構成し，従
来の所得分配理論ではほとんど無視されてきた「供給面」を強調した理論展開
を行っているO この点が大いに注目に値するところである。ハルクは，カレッ
キ（M.Kalecki）の所得分配モデルの結論，すなわち，「相対的な賃金分配率は
独占度，賃金額に対する原材料費の比率によって、決定される」ということをカ
レッキが民間部門の粗所得に占める相対的な賃金分配率を含むように一般化し
ようとしたことに着目した。この場合，ハルクは，カレッキの資本主義経済観，
すなわち，「経済の主要な領域はおそらく完全競争とは極めて異なるモデルで
表わされるであろう。つまり，ある産業内の各企業は共通費用を補填し，利潤
を達成するために，平均賃金費用＋原材料費から成り立つ直接費用や『マー
ク・アップ率』を用いて，各企業が自社の生産物価格Pを設定するJことを容
認し，さらにアシマコプロス（A.Asimakopulos），ハーコート（G.C. Har-
court），ハリス（D.J. Harris），ライアック（P.A. Riach），ロスチャイ jレド
(K. W. Rothschild），ワイントゥラウプ（S.Weintraub）の諸所説の基本的考
え方を参考にし，それらの分析装置・分析用具などを導入して，ポスト・ケイ
ンズ派の2部門モデルにおける供給分析を試みているO
ハルクの2部門モデルの仮定とモデル体系は， 12ページにわたって叙述され
ている。この叙述をここでは次のように構成し直して説明することができるO
原材料生産部門（第1部門）の生産は，最終需要には入らないが，工業部門
（第2部門）の生産活動の物的基礎として使われると仮定するO この生産活動は
基本的には原材料を最終生産物（消費財と投資財）に転換することである。第
1部門の生産は完全に統合されるから，この部門の単位当り主要費用には外的
要因は入らないと仮定するO したがって，第l部門の所得あるいは付加価値
Y1は第l部門の産出量X1の価値P1X1に等しい。 P1は第1部門の生産物価格
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であるO 第2部門の産出量の価値 Y2は， この部門の付加価値に達するために
第1部門から受け取る投入量の価値P1(X1 -dRm）だけ減少しなければならな
い。物的消費がないとき， 第1部門の産出量X1はモデルでは結果的に投入量
として第2部門に入らなければならなし、。逆に，第1部門の生産物に対する第
2部門の需要の一部分はX1の在庫の取崩しで満たされるものと仮定するO こ
れらのことは，次の定義式
Y1 =P1X1, Y2 =P2X2 -Pi (X1 -dRm) 
あるいは，
Y=Y1十Y2=P1 ・dRm+P2X2 Cl) 
で表わされている。
原材料（以下では本源的生産物と読み換える。）のストック Rmは初期水準の
ままである （dRm= 0）と仮定すれば，総産出量あるいは総所得 Yは， Cl）に
よって，
Y=P2X2 (2) 
で示されるO
総所得つまり国民所得は賃金所得 W と利潤所得Gに分配されるならば，
Y=W+G (3) 
で定義できるO
総消費Cは基礎的消費co，資本家の消費性向Cc( = 1 -sc），労働者の消費性
向Cw(=1 -sw），賃金所得および利潤所得に依存するO この点はカレッキやカ
ルドアの所得分配モデルの特色で、あるO したがって，総消費関数は
C=C0+ ( 1 -sw) W + ( 1-sc)G 
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=P2α＋Cl -sw)W+(l -sc)G (4) 
で表わすことができるから，総貯蓄関数Sは
S=Y-C=-P2α＋sw W +sc G, 1 >sc >sw > 0 ( 5)
で表わされる。ここで， dは初期水準の実質消費， Swは労働者の貯蓄性向， Sc
は資本家の貯蓄性向である。
総投資Iは資本財の生産と各部門のストックの変化の和に等しいが， dRm= 
Oと仮定するから， Fを実質投資とすれば，
I=P2JR (6) 
となる。
生産物市場のマクロ的均衡条件は，
I=S (7) 
である。
ハルクは彼のモデルの特徴を示す「供給面」を次のように定式化しているO
一般に，短期の生産関数はモデルの2部門で使われるものとするO 第1部門の
生産関数は，
X1 =f (Ni, κ） ＝κ ・F(N1), F' > 0,F'＇三五 0, F( 0) = 0, κ＞ 0 (8) 
で示すことができる。したがって，第1部門の雇用量Niは生産関数（8）の逆
関数
Ni =F-1 （子）， (F-1)' > 0,(Fγ 豆0,F-1 ( 0) = 0 ( 9)
で示される。しかし，第2部門に対しては（9）の特殊な形式が用いられてい
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るO 第2部門の労働投入係数あが一定であると仮定すれば，第2部門の労働需
要量N2は，
N2 ＝~2X2 
、?
?
??? ? ?? ??、 、
で示される。
この第2部門は第1部門の原材料の産出量X1を需要する部門である。 単純
化のために，そのX1に対する需要は第2部門の産出量X2の1次関数であると
仮定する。この仮定を設ければ，モデルに唯一の本源的生産物が含まれること
になり，代替財は存在しないことになる。さらに，カルドアが強調したように，
「経済理論の中心原理にまでなっている代替原理は，異なる生産要素間あるい
は第1次，第2次，第3次の各産業のような異なる産業活動間の本質的な補完
性を無視している。」そこで，ハルクも生産要素聞の代替性を無視して第1部門
の原材料の産出量X1を
X1 ＝~X2 (11) 
と考えているOEは労働投入係数であり，これは第2部門の産出量X2に対する
第1部門の産出量X1の比率に等しい。
このハルクの2部門モデルの構造によれば，第1部門の生産物価格P1は完
全競争の価格形成と一致する性格のものであり，このP1が第1部門の限界費
用に等しいものであるから，第1部門の貨幣賃金率z，が所与であると仮定すれ
ば， P，は（9）を用いて，
R一κ・F' (N1）一κ・F'{F~（ ミ！＿）｝ (12) 
のように設定できる。
第2部門の生産物価格P2は，この部門の単位当りの総主要費用すなわち単
位当りの直接労働費用と単位当りの原材料費の和にマーク・アップ率hを考
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慮して設定できるから，
P2 = ( 1 +k) (P1 E+l2 Ez) (13) 
で表わされる。 l2は第2部門の貨幣賃金率であり，所与であるOhも外生的に所
与であると仮定する。
総賃金所得 Wは第1部門の賃金所得 W1と第2部門の賃金所得 W2から構
成され， W1とW2はそれぞれ
日1=W1＋日＇2
W1=l1N1 
W2 =l2N2 
であると定義されている。
(14) 
(15) 
(16) 
このハルク・モデルは， 13個の変数Y,W, G, Xi. X2, S, I, Pi. P2, Ni. 
N2, Wi. W2を決定する完結したモデル（2), (3), (5）～（7), (9）～ 
(16）であるO C0, C~， Sw, Sc, JR，κ，f2. f, li. l2, kはすべてパラメーターで
あり，一定である。
この2部門モデ、ルに基づ、いてハルクは，本源的生産物（原材料）の供給条件
と貨幣賃金率の水準がそれぞれ変化するとき，賃金分配率は実質支出の水準に
どのような影響を及ぼすかについて考察を進めているO
賃金分配率Aは，（2）を用いて，
A. W W －－ Y P2X2 (17) 
で定義することができるO この式の両辺の対数をとり，時間tで微分すれば，
賃金分配率の変化率fは，
i=Wー CP2+X2) (18) 
となるO
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A • d). A w ・ d日rf ＝ー づ え＝一τ W＝ っー W＝一一一Aαz w dt’ 
dP, X • dX 
p? = .!.1., p? ＝ーベ J乙＝ー モ X?=-
' P2 ' dt ' X2 ' dt 
であるo
fの値を決めるためには， w,P2, g2の値をこのモデルの体系から求めなけ
ればならない。 (14）～（16）から， W=l1N1+l2N2となる。 (10),(1）から，
N2 =g2 =g1 (19) 
となる。したがって，（18）のWについては，
W= Cf1 ＋爪）号＋Cl2＋爪）~
=l1（号）＋l2(1一号）＋爪（-w-)+g2( 1一号） (20) 
が導かれる。
dN1 合－ N, • -d.κ － κ (19）から， Ni=-N一一一 κ一一一虎一一とおき，また記号上の便dt’ー 1 N1’ dt’ κ 
宜のために， E川 1をE1に， Eg.(Xl/1<) をEuに， f=F',g=F-1に簡約化すれば，
N1=bニEuCg1一足） =Eu Cg1一£）
=X2・Eu一足・Eu
が導かれる。
(21)を（20）へ代入すれば，
W=l，（予）＋ん（1－手）一見｛Eu（号））
+x2{ 1 号（1 -£9)} 
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となる。
第2部門の生産物価格Pzは， (13）の意味と（12),( 9）から決めることがで
きる。第2部門の生産物価格の変化率釘は，
Pz =A.Pi十（1 －）.）ん (23) 
となる。 lzは外生変数， Piは内生変数であるから，第l部門の生産物価格の変
化率 Piは，
Pi =li-(R,+J) 
=li-{R,+Eu・Eu(X一足）｝ (24. 1) 
=ti -xi（会）一足（1－会） (24. 2) 
となる。したがって，（24.2）から
Xi＝－（ぞ）（会）吋1－会） (24. 3) 
となる。
(24. 2）を（2）へ代入すれば，第2部門の生産物価格の変化率Pzとして，
民＝A.ti+ C 1 -A.) lz -A.Xi（会）－u(1ー ま） （お）
が得られる。
(12）については，この均衡条件をハルクは原材料の産出量Xiの黙示的な供
給条件とみなし，
Xi=H（子 κ） (26) 
P1 で表わしているOTに関する Xiの供給弾力性をιに， κに関する Xiの供給
弾力性をE＂にそれぞれ簡約化すれば，（26）から
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X1＝ι・（ぞ）＋ι・£ (27) 
となる。（24.3）と（27）を比べれば， EHと－（EF/E1）は同義である。このEH
は以下の分析の中心的な概念になるものである。
次に，一定の実質支出 cc~+r）をARとおけば，（2),(3), (5）～（7) 
から
P2 AR =sc P2 X2一（sc-sw)W (28. 1) 
したがって，この式から
s.AR = (sc -s) P2 +scX2一（sc-s)W (28. 2) 
が導かれる。 s=sc+swである。
UT 
この（28.2）へ（2),(25）を代入し， .Aw =.A. -＿＿＿＿＇.＿！＿とおけば，最終的にw 
(28. 2）は
s.AR + Cl2-!1) {.A (sc -s)} +IC ｛会 （sc-s) 
ゴ 2｛計（sc-s）（守~）ん） (29) 
に書き換えることができる。ここでは，単純化のために，一般的な関係式（29)
を第l部門の生産関数に基づく場合に限定しているO この関係には， E1=EF -
1という特色がある。この場合，（29）の (1-EF) /EF は－（ιr/EF）となり，
これはlI EH =Eii1 に等しい。また， X1＝κ・F (N1) ＝κNi, 1；三α＞Q, 
EF＝α，E1 ＝α－ 1という特色もある。 αは第1部門の労働の偏生産弾力性で
あるO
このような関係式を導いて (18）の値を求めることができる。（18）へ（20),
(2), (25）を代入すれば，（25）からX1=X2であり， E1=EF -1 ＝α－ 1であ
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るから，賃金分配率の変化率fを示す（18）は，
i = Cl2 -f1) ). w +IC ( ~ ) X 2 {).w（す－ 1)} (30 1) 
となる。さらに，定義式ρ＝iC(l α）一1とQ＝知一lを（30. 1)へ代入すれば，
EH =-EF/E1 ＝α(1 α） 1であるから，最終的に (18）は，
i＝（ん－f1) ;tw + CP-X2）与
LJH 
＝（ん － l1)Aw 十 Q;t-X2~ (30. 2) 
LJH 
と書き換えることができるO
2. ハルク・モデルの帰結
ハルクは次の (1）～（3）の要因の変動が賃金分配率にいかなる影響を及
ぼすかを分析しているので，この分析の論点を記述することによってハルク・
モデルの帰結を明らかにするO
(1) 実質消費支出ARが賃金分配率えに及ぼす影響
この影響について，ハルクは実質消費支出に関する賃金分配の弾力性広で
明らかにすることができると考えるO l1 =l2 =p=Q= 0のとき， (30. 1) と
(30. 2）からその弾力性は，
Eλ ニー （ぞ十わ二。 (31) 
で示される。 この式のEHの値は比較的大きいから， IE). Iの値は比較的小さ
い値であると思われるO 前述のρに関する X2の供給弾力性をEρ とおいて，
I E).I = (s/sc -s) Eρであることに注意すれば， E）.はEHの関数であるO (31) 
のιは前述したように千こ関する X1の供給弾力性であるが， その低下は
賃金分配率をその初期状態では僅かに上昇させるであろう。
(2) 本源的生産物の供給曲線の移動が賃金分配率に及ぼす影響
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①本源的生産物の供給曲線が水平移動する場合
(29）で＇AR=f2 -f1 = 0のとき，第1部門固有の生産関数の水準パラメー
ター κに関する実質所得X2の供給弾力性Eκ は，
ι＝ま｛ （~s)Aw ＋去） (32) 
で示される。
(32）に定義式β＝｛（， ( 1－α）一1を代入すれば，本源的生産物の供給曲線の水平移
動に関する実質所得X2の弾力性Eρ は，
ノ n F 、－ 1
Eρ ＝ Cl－α） E" =( 1 + ~一千旦） > 0 
' Sc -s Aw / 
(33) 
で示されるO
(29）で、f1=l2 ={(,= 0のとき，実質消費支出ARに関する実質所得X2の弾力
性EARは，
EAR =( 1 ＋与三－￥.） (34) 
で示されるO
(3）と（34）から2つの弾力性の和はlになる。
Eρ ＋EAR = 1 (35) 
このような準備の下で，本源的生産物の供給曲線の水平移動が賃金分配率に
及ぼす影響は，その水平移動に関する賃金分配率の弾力性E，ρで明らかにする
ことができるO この弾力性は，（30.2), (31), (35）から得られるので，
E,,p =-E，・AR> 0 (36) 
で示されるO
ハルクはE,,pニs(sc s）一1 ・ Eρ に注意して E，• ρ も EH の関数であるとみな
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山崎。ιの値が大きいときは，ιρの値は小さくなる。その値は本源的生
産物の供給曲線が右上方へ移動するときには小さくなるが，この値が小さくな
ればなるほど，本源的生産物の供給弾力性は小さくなる。第1部門の実質賃金
率の逆数その低下は賃金分配率の僅かな上昇をもたらせるであろう。
② 本源的生産物の供給曲線が垂直移動する場合
本源的生産物の供給曲線の下方への垂直移動が賃金分配率Aに及ぼす影響
は，この移動に関する賃金分配率の弾力性Ei.o.で明らかにすることができる。
この弾力性は，（30. 2)'(35)' (34）から得られるので，
I Iι－s I ¥ 1 Ei.o. =ilw ・EA ＝（」ー＋~」乙~） >O 
＼えw s Enノ (37) 
で示される。
(37）のEi.o.とEnの関係は，先験的に決めることはできないが， Ei.o.=s (sc 
-s)-1・Eo.であることに注意すれば， Ei.o.がEnの関数であることがわかる。
Enの上昇は賃金分配率を上昇させるであろう。
(3) 貨幣賃金率の変動が賃金分配率に及ぼす影響
貨幣賃金率の変動が賃金分配率えに及ぼす影響は，貨幣賃金率に関する賃金
分配率の弾力性Ei.1とEi.12で、明らかにすることができる。定義式。＝＝！一伽一1
＝伽一lを（32）へ代入すれば，本源的生産物の供給曲線の下方への垂直移動に関す
る実質所得X2の弾力性Eo.は，
r S I l 1 Eo. ＝α ・ ι ＝~ ＋~｝ >O l (sc -s)ilw En J (38) 
で示される。
(29）で；AR=!(,=0のとき，第1部門と第2部門の貨幣賃金率に関する実質所
得X2の弾力性Ex2・＇1 とEx2・'2は，
r s 1 1-1 " -Ey I =Ey I = ~ ＋一一｝ 0 五・＇1 五・＇2 l (sc -s)ilw En J v (39) 
で示される。
(28. 2）と（29）から，
-Ex2・＇1=Ex2・12=Eo (40) 
となるO したがって，（30.2), (40), (37）から
-E)..11 =E).,12 =E).,o (41) 
となる。
ここで－E).,1=E)..12はやはり EHの関数である。EHが 1Eu11とIE）.・＇2Iに
及ぼす影響は，本源的生産物が供給非弾力的であるとき （EHく 1）に限り，供
給弾力性の増大はl1からのどちらかの貨幣賃金率の変動で表わされる賃金分
配率への影響を増大させるであろうoEu2 > 0のときには，第1部門の貨幣賃
金率l1が上昇しても，賃金分配率は不変であり， αに等しい。第1部門の生産
物価格Piは，この価格を設定したときの価格メカニズムの仮定によれば， l1の
上昇につれて上昇しなければならないが，このような価格水準の上昇は，他の
事情にして不変である限り，順次第2部門の賃金分配率を低下させるからであ
るO
I ハルク・モデルの意義一一一むすびに代えて
ハルク・モデルは次の点で、意義を持っていると考えるO まず，ポスト・ケイ
ンズ派の2部門モデルを構成し，カレッキの資本主義経済観に基づいた価格設
定方式を導入して供給面からみた生産物価格の設定方式を考察した点にある。
さらに，本源的生産物とみなした原材料の供給条件に基づく生産活動，雇用な
どが賃金分配率の決定要因となっていることを理論的に解明した点にあるO こ
のことは従来の所得分配理論で無視されていた「供給面」の分析を行ったとい
う点で大いに評価すべき点であると思われる。とりわけ，各種の弾力性という
概念を案出し，それらを駆使して賃金分配率の変動を解明していることは，ユ
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ニークな分析手法として，多くの含意を持っている。このことは評価すべき点
であると，思われるo
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